
長
崎
高
教
組
は
、｢

国
民

の
た
め
の
奨
学
金
制
度
の
拡

充
を
め
ざ
し
、
無
償
教
育
を

集
会
で
は
、
畑
野
君
枝
衆

そ
の
後
、
奨
学
金
の
会
会

す
す
め
る
会｣

（｢

奨
学
金
の

議
院
議
員
（
共
産
党
）
と
糸

長
の
三
輪
定
宣
千
葉
大
学
名

会｣

）
が
す
す
め
る
「
教
育

数
慶
子
参
議
院
議
員
（
沖
縄

誉
教
授
が
、
「
給
付
奨
学
金

予
算
を
世
界
水
準
に
引
き
上

の
風
）
の
二
人
の
紹
介
議
員

実
現
の
前
進
と
教
育
無
償
化

げ
、
給
付
奨
学
金
の
拡
大
を

か
ら
教
育
予
算
拡
大
、
教
育

の
展
望
」
の
演
題
で
講
演
を

求
め
る
請
願
署
名｣

活
動
に

無
償
化
、
給
付
奨
学
金
の
拡

行
い
ま
し
た
。
（
講
演
の
概

〔
大
学
非
常
勤
組
合
〕

月
か
ら
と
り
く
み
、
教
職

大
に
と
も
に
と
り
く
む
決
意

要
は
別
掲
。
写
真
は
署
名
を

非
常
勤
講
師
組
合
の
ア

4員
だ
け
で
な
く
、
父
母
や
地

止
め
て
い
た
だ
き
、
５
月
に

が
熱
く
語
ら
れ
ま
し
た
。

横
に
し
て
の
講
演
の
様
子
）

ン
ケ
ー
ト
で
は
、
年
収
２

域
に
も
署
名
を
広
げ
よ
う

開
催
さ
れ
た
Ｐ
Ｔ
Ａ
総
会
で

５
０
万
円
以
下
が
半
数
近

と
、
新
婦
人
や
県
労
連
、
長

署
名
へ
の
協
力
を
よ
び
か
け

く
。
そ
の
中
で
奨
学
金
を

崎
県
公
立
学
校
Ｐ
Ｔ
Ａ
連
合

て
も
ら
っ
て
、最
終
的
に
は
、

返
済
し
て
い
る
。
残
額
８

会(

県
高
Ｐ
連)

に
も
協
力
を

の
Ｐ
Ｔ
Ａ
か
ら
約
４
千
筆

〔
全
国
大
学
高
専
教
組
〕

い
奨
学
金

０
０
～
１
０
０
０
万
円
の

43

要
請
し
て
き
ま
し
た
。

の
署
名
を
寄
せ
て
も
ら
い
ま

「
誰
で
も
い
つ
で
も
希
望

が

ほ

し

組
合
員
も
い
た
。
低
所
得

そ
の
結
果
、
５
月
１
日
号

し
た
。

す
れ
ば
高
等
教
育
が
受
け

い

！

」
、

者
か
ら
返
還
を
求
め
な
い

で
既
報
の
と
お
り
、
県
高
Ｐ

長
崎
高
教
組
は
、
各
分
会

ら
れ
る
」
社
会
を
め
ざ
し

「
フ
ル
タ
イ
ム
の
非
正
規

返
還
猶
予
制
度
の
拡
充
と

連
の
会
長
名
で
、
各
高
校
の

や
新
婦
人
、
県
労
連
加
盟
労

て
粘
り
強
く
運
動
し
て
い

雇
用
で
副
業
を
し
て
毎
月

と
も
に
、
非
正
規
教
職
員

Ｐ
Ｔ
Ａ
会
長
さ
ん
宛
に
署
名

組
な
ど
か
ら
集
約
さ
れ
た
署

く
決
意
。

・

万
円
を
返
済
」
等

の
待
遇
の
抜
本
的
改
善
が

5

2

へ
の
協
力
の
お
願
い
の
文
書

名
と
合
わ
せ
て
、
約
６
５
０

〔
全
労
連
青
年
部
〕

々
の
厳
し
い
実
態
が
あ

必
要
。

を
出
し
て
も
ら
い
ま
し
た
。

０
筆
を
全
教
に
送
付
し
ま
し

独
自
に
取
り
組
ん
だ
奨

る
。

〔
学
生
支
援
機
構
労
組
〕

多
く
の
高
校
の
Ｐ
Ｔ
Ａ
で
、

た
（
全
教
の
組
織
の
中
で
は

学
金
ア
ン
ケ
ー
ト
の
結
果

〔
全
教
〕

返
還
猶
予
制
度
の
改
善

こ
の
要
請
を
積
極
的
に
受
け

最
多
の
署
名
数
だ
っ
た
そ
う

と
し
て
、

学
生
支
援
機
構
か
ら
各

や
返
還
金
利
率
の
引
き
下

で
す
）。

「
借
入
金

学
校
へ
給
付
奨
学
金
の
割

げ
を
実
現
し
、
結
成

年
10

の
中
の
最

当
数
が
通
知
さ
れ
、
学
内

目
に
し
て
給
付
奨
学
金
を

高
金
額
は

で
の
募
集
が
始
ま
っ
た
。

実
現
さ
せ
た
。
ま
だ
、
一

１
６
０
０

ど
の
学
校
で
も
限
定
さ
れ

歩
で
あ
り
こ
れ
か
ら
が
大

万
円
。
平

た
募
集
枠
に
多
数
の
希
望

事
。

均
約
２
８

者
が
出
て
い
る
。
給
付
額

０
万
円
」
、

も
給
付
人
数
も
十
分
で
な

「
月
々
の

い
た
め
、
貸
与
型
奨
学
金

返
済
に
負

と
の
併
用
や
、
貸
与
型
奨

担
を
感
じ

学
金
に
頼
ら
ざ
る
を
得
な

る

が

い
の
が
現
状
で
あ
る
。
給

56

％｣

、｢

返

付
奨
学
金
の
さ
ら
な
る
前

済
い
ら
な

進
が
必
要
。

組合は であい ふれあい たかめあい

全
教
共
済
の
加
入
・
更
新
の
手
続
き
を

！！

全
教
共
済
の
共
済
期
間
は

月

日
～
翌
年
の

8

1

7

月

日
で
す
。

月

日
ま
で
に
手
続
き
を
し
て
い

31

6

30

た
だ
く
と

月
か
ら
の
保
障
が
確
実
に
で
き
ま
す
。

8

手
続
き
を
お
早
め
に
お
願
い
し
ま
す
。

奨学金の会署名提出院内集会

教育予算を世界水準に、給付奨学金を拡大させよう
…PTAの協力も得て長崎から約６５００筆を届ける

教
育
費
の
負
担
は
生
活
を
圧
迫

給
付
奨
学
金
は
保
護
者
の
願
い

ＰＴＡ総会

国
会
に
保
護
者(

子
ど
も)

の
声
を
届
け
る

全
国
か
ら｢

奨
学
金
の
会｣

に
届
け
ら
れ
た
署
名
を
集
約

し
て
提
出
す
る
院
内
集
会

が
、
６
月
７
日
に
衆
議
院
の

第
一
議
員
会
館
で
開
催
さ
れ

ま
し
た
。
長
崎
高
教
組
か
ら

代
表
を
派
遣
す
る
こ
と
は
で

き
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
全
教

の
通
信
か
ら
、
集
会
の
様
子

を
お
伝
え
し
ま
す
。

大学生の51.3％(2014)

給
付
奨
学
金
は
、
企

業
や
財
団
の
育
英
会
が

ほ
と
ん
ど
で
あ
っ
た
。

来
年
度
か
ら
、
日
本
学

生
支
援
機
構
が
、
全
国

で

万
人
、

～

万

2

2

4

円
を
給
付
す
る
こ
と
が

決
ま
り
、
現
在
各
学
校

で
手
続
き
が
始
ま
っ
て

い
る
。
返
還
な
し
は
魅

力
で
希
望
者
が
多
い
。

各
団
体
か
ら
の
発
言

講演「給付奨学金実現の前進と教育無償化の展望」

概要

給付奨学金の実現は奨学金史上画期的な転機で

ある。しかしきわめて不十分で、抜本的な拡充が

大きな課題である。国内総生産（GDP）に占める教

育機関への公的支出の割合が2013年は前年と同じ

3.2～3.6％で、OECD加盟国34ヵ国中ほぼ最下位で

あり、加盟国平均の5％台まで早急に引き上げるべ

きである。また、加盟国では給付奨学金の割合は

平均6割に達している。

教育無償化は各政党の共通の政策となっている。

安倍首相が教育の無償化を改憲の理由に挙げたが、

憲法26条は「教育を受ける権利」と無償制は一体

的に規定しており、「義務教育」の年限は時代の進

展に応ずる教育の社会的義務の拡大に伴い高等教

育へ発展する必然性を内包しており、憲法を変え

る必要はない。

教育無償化と就学支援・給付奨学金を一体化し

た「教育保障制度」の構想が求められている。そ

のための財源は 400 兆円に達した大企業の内部留

保や 1752 兆円にのぼる個人金融資産に対する累進

課税強化で十分に確保できる。

【
壱
岐
支
部
た
よ
り
】

本
部
か
ら
寺
田
書
記
次
長
を
お
迎
え
し
て
、

‘
支
部
寄
合
‘
定
期
大
会
議
案
説
明
会
＆
支

部
総
会
・
懇
親
会
’
を

月

日
に
行
い
ま

6

9

し
た
。
会
議

後
の
酒
宴
主

演
の
一
刻
を

ひ
と
と
き

楽
し
み
疲
れ

た
ユ
ウ
く
ん

は
ご
機
嫌
斜

め
で
、
記
念

撮
影
に
入
っ

て
も
ら
え
ま

せ
ん
で
し
た
。

次
の
‘
Ｂ
Ｂ

Ｑ
’
の
時
は
、

早
め
に
撮
り

ま
し
ょ
う
！
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組合は であい ふれあい たかめあい

共謀罪法案の強行採決に多くの団体から怒りの声
国
民
の
内
心
の
自
由
を
侵
害
し
、

監
視
社
会
や
捜
査
権
の
乱
用
に
つ

な
が
る
可
能
性
の
高
い
こ
と
か
ら
、

慎
重
な
審
議
が
求
め
ら
れ
て
い
た

共
謀
罪
法(

改
正
組
織
犯
罪
処
罰

法)
案
に
つ
い
て
、
自
公
両
党
は
、

法
務
委
員
会
で
の
採
決
を
省
略
し

て
参
院
本
会
議
で
採
決
を
す
る
と

い
う｢

奇
手｣
を
繰
り
出
し
て
、
採

決
を
強
行
し
ま
し
た
。

月

日

6

15

朝
の
参
議
院
本
会
議
で
、
自
民
・

公
明
と
日
本
維
新
の
会
な
ど
の
賛

成
多
数
で
、
共
謀
罪
法
は
可
決
・

成
立
し
ま
し
た
が
、
即
日
、
日
本

ペ
ン
ク
ラ
ブ
や
日
本
雑
誌
協
会
、

日
本
映
画
監
督
協
会
等
、
多
く
の

団
体
か
ら
抗
議
声
明
が
出
さ
れ
る

と
と
も
に
、
各
地
で
抗
議
集
会
等

が
行
わ
れ
、
多
く
の
国
民
の
怒
り

が
表
明
さ
れ
ま
し
た
。

全
教
も
中
央
執
行
委
員
会
の
名

前
で
抗
議
声
明(

別
掲)

を
出
し
、

長
崎
県
労
連
も
同
日
朝
に
抗
議
の

宣
伝
行
動
を
行
う
と
と
も
に
、
事

務
局
長

名
で
抗

議
の
談

話
を
発

表
し
ま

し
た
。

ま
た
、

日
の

15夕
方
に

は
、
憲

県労連による抗議の宣伝行動

（6月15日朝、長崎駅前）

法

改

悪

阻

止

長

崎

県

共

同

セ

ン

タ
ー(

憲

法

共

同

セ

ン

タ

ー)

な
ど

団

体

7の

主

催

で
、｢

『
共
謀
罪
』
絶
対
反
対
！
6

・

な
が
さ
き
緊
急
集
会｣

が
長
崎

15
市
内
で
開
催
さ
れ
、
約

人
が
参

300

加
し
ま
し
た(

高
教
組
か
ら
の
参
加

は

人)

。

5集
会
で
は
、

団
体
の
代
表
と

7

被
爆
者
の
方
か
ら
、
怒
り
の
リ
レ

ー
ト
ー
ク
が
行
わ
れ
、
憲
法
共
同

セ
ン
タ
ー
を
代
表
し
て
マ
イ
ク
を

握
っ
た
高
教
組
の
岡
山
さ
ん(

長
崎

明
誠
分
会)

は
、
国
会
の
運
営
の
あ

り
方
を
説
明
し
た
教
科
書
の
記
述

を
紹
介
し
な
が
ら
、
委
員
会
採
決

を
省
略
し
た｢

中
間
報
告｣
報
告
に

よ
っ
て
本
会
議
で
採
決
を
強
行
す

る
と
い
う
、
安
倍
自
公
政
権
に
よ

る
、
国
会
の
ル
ー
ル
を
無
視
し
た

暴
挙
を
厳
し
く
批
判
し
ま
し
た
。

集
会
は
最
後
に
、
参
加
者
一
同
で

｢

共
謀
罪
は
絶
対
反
対
！｣

等
の
コ

ー
ル
を
響
か
せ
、
戦
争
法
と
と
も

に
共
謀
罪
法
も
廃
止
を
求
め
て
運

動
を
す
す
め
て
い
く
決
意
を
確
認

し
合
い
ま
し
た
。

6･15緊急集会のリレートーク

(左手壇上は岡山さん)

【声明】 憲法違反の共謀罪法案の強行採決に強く抗議します

２０１７年６月１５日

全日本教職員組合 中央執行委員会

安倍政権は6月15日、委員会審議を打ち切る「中間報告」を強

行した上で、参議院本会議において共謀罪法案を強行可決しまし

た。「戦争する国」づくりにつながる共謀罪法案を、国民の疑問

にまったく答えず、充分な国会の審議を経ないまま強行採決した

ことに対して満身の怒りをもって抗議するものです。

今回可決された共謀罪（改正組織犯罪処罰法）は、犯罪が起こ

っていない準備行為の段階で、「計画」した全員を処罰できるも

ので、話し合うことが監視の対象にされ、盗聴や尾行、監視など

の捜査が横行することになりかねません。国会審議で、メールや

LINE、フェイスブックなどのSNSが監視の対象となることも明ら

かになりました。憲法に保障された、思想・良心の自由、信教や

表現の自由、通信の秘密を侵すものです。

この間の国会審議の中でも、また労働組合や市民団体の宣伝・

学習行動、マスコミの報道によっても、共謀罪の危険な中身と、

違憲性が明確になってきました。テロ対策や「国際組織犯罪防止

条約」締結のためという口実は完全に崩れ、「一般市民は対象に

ならない」という説明も、参議院の審議でそこに何の歯止めもな

いことが明らかになりました。国連のプライバシー権に関する特

別報告者のケナタッチ氏の懸念を示す書簡に対しても、まともに

答えることもできず、「強く抗議する」姿勢は国際的にも通用し

ないものです。5月末の世論調査（共同通信）では、「共謀罪の説

明不十分」が77％、今国会中に「成立させる必要がない」が56％

となり、国民は法案成立に合意していません。共謀罪法案阻止を

掲げて全国各地で集会や宣伝行動が行われ、国会前は連日全国か

らの参加者であふれました。

安倍政権は、国民の疑問や不安に応える根拠もなく、森友疑惑

や加計学園問題での追及を逃れるために、国会の論議を打ち切り、

数の力で採決を強行しました。国民の批判に追い詰められた政府

・与党による、議会制民主主義の否定であり、国民主権をないが

しろにする前代未聞の暴挙です。全教はこの暴挙に対し強く抗議

するとともに、国民的な運動で憲法違反の共謀罪の発動を許さず、

廃止を求めるとりくみを強めていきます。さらに、安倍首相が20

20年までに実行すると明言している憲法9条改憲を許さないため

に、職場、地域で憲法を語り、改憲を許さない共同をさらに広げ

る決意です。

前号に続き、ぼうごなつこさんのマンガを掲載
させてもらいました。

核
兵
器
禁
止
条
約
の
制
定
に
つ
い

て
交
渉
す
る
国
連
会
議
の
第
二
会
期

が
、

月

日
、
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
国

6

15

連
本
部
で
始
ま
り
ま
し
た
。

月
の

3

第
一
会
期
の
討
論
の
個
別
折
衝
に
基

づ
い
て
、
す
で
に
条
約
案
が
作
成
さ

れ
、
議
長
か
ら
配
付
さ
れ
て
い
ま
す
。

第
二
会
期
で
は
、
こ
の
条
約
草
案
に

基
づ
い
て
討
論
が
行
わ
れ
、
最
終
日

の

月

日
に
は
条
約
が
採
択
さ
れ

7

7

る
見
通
し
で
す
。

こ
の
会
議
で

は
、
市
民
団
体

の
討
論
参
加
も

保
障
さ
れ
、
初

日
は
、
松
井
一

實
広
島
市
長(

平
和
首
長
会
議)

と
笠

井
喜
美
代
新
日
本
婦
人
の
会
会
長
が

発
言
し
ま
し
た
。
松
井
市
長
は
、
世

界
に
広
が
る
平
和
首
長
会
議
を
代
表

し
て
、
こ
の
会
議
が
禁
止
条
約
を
採

択
す
る
こ
と
を
望
ん
で
い
る
と
述
べ
、

笠
井
会
長
は
、
こ
の
会
議
に
政
府
代

核兵器禁止条約会議・第二会期始まる
…｢ヒバクシャ国際署名｣２９６万筆を議長に提出

表
は
い
な
く
と
も
、
日
本
の
圧
倒
的

な
国
民
が
禁
止
条
約
を
支
持
し
て
い

る
と
、｢

ヒ
バ
ク
シ
ャ
国
際
署
名｣

の

到
達
数
な
ど
を
示
し
て
伝
え
ま
し
た
。

こ
れ
以
外
に
も
日
本
か
ら
多
く
の
Ｎ

Ｇ
Ｏ
代
表
が
参
加
し
て
お
り
、｢

『
ヒ

バ
ク
シ
ャ
国
際
署
名
』
を
す
す
め
る

長
崎
県
民
の
会｣

か
ら
も
、
朝
長
万
佐

男
代
表
賛
同
人
を
は
じ
め
と
す
る
4

人
の
代
表
が
参
加
し
て
い
ま
す
。

日
目
の
議
事
の
最
後
に
は
、
日

2
本
被
団
協
の
和
田
征
子
事
務
局
次
長

が
、
こ
の
国
連
会
議
の
エ
レ
ン
・
ホ

ワ
イ
ト
議
長
に｢

ヒ
バ
ク
シ
ャ
国
際
署

名｣

万
筆
の
目
録
を
手
渡
し
、｢

(

条

296

約
案
に
は)

と
て
も
や
さ
し
く
被
爆
者

の
こ
と
が
は
っ
き
り
と
書
か
れ
て
い

て
、
長
年
の
被
爆
者
の
苦
労
が
報
わ

れ
る
思
い
で
す
。
『
ヒ
バ
ク
シ
ャ
国
際

署
名
』
を
も
っ
と
も
っ
と
世
界
に
広

げ
た
い｣

と
語
り
ま
し
た
。
ホ
ワ
イ
ト

議
長
も
条
約
採
択
へ
の
決
意
を
語
り

ま
し
た
。

｢

ヒ
バ
ク
シ
ャ
国
際
署
名｣

は
、
２

０
２
０
年
ま
で
と
り
く
ま
れ
ま
す
が
、

核
兵
器
禁
止
条
約
が
採
択
さ
れ
よ
う

と
し
て
い
る
こ
の
歴
史
的
情
勢
の
も

と
で
、
日
本
政
府
を
条
約
に
参
加
さ

せ
る
た
め
に
も
、

こ
の
機
会
に
、

大
き
く
前
進
さ

せ
る
こ
と
が
重

要
で
す
。
ま
だ
、

職
場
内
で
の
署

名
が
集
約
さ
れ

て
い
な
い
分
会

で
は
急
い
で
署

名
を
集
め
、
職

場
で
の
署
名
集

約
が
終
わ
っ
た

分
会
で
は
、
街

頭
署
名
活
動
等
、

地
域
で
の
活
動

に
踏
み
出
し
ま

し
ょ
う
。

(2) 第1637号 2017年6月15日(木) 長 崎 高 教 組 新 聞長 崎 高 教 組 新 聞 昭和35年8月11日第三種郵便物認可 毎月1日、15日発行


